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平成３０年度前期技能検定首席検定委員・事務局会議開催

５月３１日（木）午前、文京区後楽の東京都立中央・城北職業能力開発センター４階会議室において平成３０年度前期技能検定「光学ガラス研磨作業」の首席検定委員・事務局会議が他のいくつかの職種とともに開催されました。

まず、東京都職業能力開発協会の内野副会長よりご挨拶がありました。その後、内野副会長より、ご出席の各職種の首席検定委員へ委嘱状が手渡されました。次いで、技能検定部中川原課長より都道府県職業能力開発協会技能検定担当課長会議報告が行われ、最後に同部の樋田課長より、実技試験実施上の注意事項が説明されました。

同日午後、港区芝公園の機械振興会館会議室において、当協会主催で「光学ガラス研磨作業」の「実技試験水準調整会議」を開催し、中森首席検定委員より各社に技能検定委員委嘱状及び実技試験関係書類が渡されました。その後、中森首席検定委員より実技試験実施上の注意事項が説明されました。最後に、各社の実技試験実施日程及び担当技能検定委員の最終確認が行われました。
今年度東京都において当協会が関係する「光学ガラス研磨作業」の受検者は３９名で、実技試験は、６月３０日（土）から８月４日（土）にかけて延べ７日間にわたって実施されます。また、「機械加工、仕上げ、放電加工作業」の受検者は３７名で、実技試験は、７月７日（土）から７月２１日（土）にかけて延べ４日間にわたって実施されます。

平成３０年度TC１７２国内委員会開催

　　６月１９日（火）港区芝公園の機械振興会館会議室において、平成３０年度ISO/ TC172（光学及びフォトニクス）国内委員会が開催されました。
平成３０年度のISO/TC172国内委員会委員は、次の方々です。

氏　　名　　　　　関係委員会・組織等　　　　　　　勤務先等

渋谷　眞人
委員長


東京工芸大学　名誉教授

根岸喜代春
経済産業省

産業技術環境局国際標準課　工業標準専門職
瀧川　幸雄
日本規格協会

標準部　規格開発ユニット
渋谷　眞人　　　SC1分科委員会会長
東京工芸大学　名誉教授

梅木　修      SC3分科委員会会長
㈱オハラ　事業支援センター品質保証部長
永寿　伴章　　　SC4 分科委員会会長
産業技術総合研究所つくば東事業所所長
橋本　武      SC5 分科委員会会長
オリンパス㈱技術開発部門光学システム開発本部　部長
利田　光隆　　　SC6 分科委員会会長
㈱トプコン製品開発本部製品企画部シニアエキスパート
山口　典久　　　SC7 分科委員会会長
㈱ニデック　監査本部内部監査室　室長

波多腰玄一   SC9分科委員会会長
早稲田大学　理工学術院　先進理工学部
　今回の委員会には、上記委員の内８名の委員ご出席を頂きました。
委員会では最初に渋谷委員長よりご挨拶があり、国際標準化活動への参加協力への謝辞が述べられるとともに、今後引き続いての協力要請がありました。その後、ＴＣ１７２国内委員会活動報告が行われました。

　平成２９年度にTC172において新たに制定された国際規格は６件で、平成２９年度末（２０１７年３月末日）では累計２９６件となりました。

次いで、７つの各分科委員会会長よりそれぞれの分科委員会の活動報告が行われました。
次いで、事務局より平成２９年度のTC172国内委員会の収支報告が、また監査人より監査報告が行われ承認されました。

また、今回の委員会の報告事項は、今年９月発行予定の「ISO/TC172国内委員会報告No.25」に掲載されることになります。
日本光学工業協会の役員会開催

６月７日（木）、港区芝公園の機械振興会館会議室において、平成３０年度の日本光学工業協会役員会が開催されました。

まず、木村会長より開会の挨拶が行われ、そのあと事務局により出席者の紹介が行われました。出席者と主な報告・審議事項は以下のとおりです。
１．出席者

木村眞琴会長（日本光学工業協会、日本望遠鏡工業会）
山中徹副会長代理：伊藤専務理事（日本写真映像用品工業会）

牛田一雄理事　　　：委嘱状（カメラ映像機器工業会）
大久保俊彦理事代理：小林事務局長（日本顕微鏡工業会）
浜田智秀理事：目黒事務局長（日本光学測定機工業会） 
笹　宏行理事代理：財部事務局長（日本医用光学機器工業会）

平野聡監事代理：石井事務局長（日本測量機器工業会） 
２．報告・審議事項

まずⅠ号議案の「平成２９年度事業活動」と「平成２９年度収支実績」についての報告が行われ、審議・承認されました。主な報告活動は以下のとおりです。

(1) 計測計量技術専門委員会関係

(2) 技能検定実施支援

(3) 国際規格標準化活動

(4) JIS原案作成委員会活動
次いで、Ⅱ号議案「平成３０年度役員選出」が審議され、平成３０年度新役員が次のとおり選出されました。
協会役職　　氏名　　　　　　所属団体・役職名　　　　　　　　  所属企業・役職名
会　長：　木 村 眞 琴　　日本望遠鏡工業会会長         ㈱ニコン　相談役
副会長：　山 中　徹     日本写真映像用品工業会会長　  ㈱ｹﾝｺｰ･ﾄｷﾅｰ社長　
理　事：　牛 田 一 雄   カメラ映像機器工業会会長　　　  ㈱ニコン　社長
理  事：　大久保　俊彦  日本顕微鏡工業会会長　　　　　   オリンパス㈱執行役員
理　事：　浜 田 智　秀   日本光学測定機工業会会長     ㈱ニコン 常務執行役員
理　事：　笹　　宏 行　　  日本医用光学機器工業会会長        オリンパス㈱　社長
監  事：　平　野　聡      日本測量機器工業会会長       ㈱トプコン 社長

各工業会会長が変更の場合、新会長が引き継ぐことで承認されました。
次いで、第Ⅲ号議案「平成３０年度事業計画」及び「収支予算案」の説明が行われ審議・承認されました。平成３０年度の主な事業計画は以下の通りです。

（１）ISO/TC172国内委員会及び同SC1国内分科委員会の事務局として、国際規格の制定に協力する。
（２）「光学機器製造」関係の技能検定実施に協力団体として活動していく。
（３）光学機械器具の生産・出荷・輸出入統計の編集・作成を行い関係部署に提供していく。
（４）卓越した技能者の表彰については、当協会会長が審査委員会委員の委嘱を受けており引き続き協力していく。

（５）光学産業に共通する課題について情報の収集を行い、対応協議の場を設定する。
（６） IT機器の活用により関係団体との連絡の効率化・迅速化を図っていく。

（７）日光協ニュースを発行し、会員各位に情報を迅速に提供するとともに、当協会の活動状況をご理解いただく努力をする。
平成２９年の職場における熱中症による死傷災害の発生状況について
（平成３０年５月３１日基安発０５３１第２号）

平成３０年５月３１日付で、厚生労働省労働基準局安全衛生部長より当協会会長宛に標記の文書を受領いたしました。（以下抜粋）

安全衛生行政の推進につきまして、日頃から格別のご配慮をいただき、厚く御礼申し上げます。

さて、職場における熱中症予防対策については、平成２１年６月１９日付け基発第０６１９００１号「職場における熱中症の予防について」（以下、「基本対策」という。）により示しているところですが、今般、平成２９年の職場における熱中症による死傷災害発生状況について、別紙のとおり取りまとめました。（別紙略）

気象庁の暖候期予報によれば、平成３０年の暖候期（６～８月）は、全国的に気温が平年並みか平年より高くなることが予想されていることから、熱中症による労働災害が多く発生することが懸念されるところです。

平成３０年の職場における熱中症予防対策については、平成３０年２月２８日付基安発０２２８第２号から第４号「「STOP！熱中症　クールワークキャンペーン」の実施について」（以下、「キャンペーン通達」という。）において留意すべき事項を示しておりますので、貴職におかれましては、平成２９年の熱中症による死傷災害発生状況を参考にしていただき、基本対策及びキャンペーン通達に基づく職場における熱中症予防対策に一層の取り組みをいただくとともに、関係事業場への周知等について特段の御理解とご協力をお願い申し上げます。
平成２９年度の職場における熱中症による死傷災害発生の概要

平成２９年の職場における熱中症による死亡者及び休業４日以上の業務上疾病者の数は５４４人と依然として高止まり状態にある。　また、死亡者数は１４人と、平成２８年よりも二人増加した。そのうち、建設業において死亡者数は８人であり平成２８年度と同様に高い割合を示している。

　気象庁の発表によると、平成２９年の夏は、沖縄・奄美において気温のかなり高い状態が続き、８月、９月は、２ヶ月続けて記録的な高温となった。

　平成２９年に熱中症により死傷した５４４人のうち、４８６人が７月及び８月に被災している。また、死亡した１４人のうち、9人が７月に、５人が８月に被災している。

　死亡した１４人に係る災害の発生状況等をみると、WBGT値（暑さ指数）の測定は１３人の災害発生場所においてなされていなかった。また、熱への順化期間（熱に慣れ、当該環境に適応する期間）の設定は１３人においてなされていなかった。さらに、事業者による水分及び塩分の準備は４人、健康診断の実施は５人においてなされていなかった。











以上
平成３０年４月生産・出荷統計
	
	生　　産
	受　入
	出　　荷
	月末在庫

	
	数　量
	金　額

(百万円)
	数　量
	販　売
	その他
	数　量

	
	
	
	
	数　量
	金　額

(百万円)
	数　量
	

	デジタル
カメラ
	303,254
(0.87)
	13,972
(0.92)
	500,070
(0.89)
	357,155
(0.84)
	15,975
(0.90)
	463,236
(0.91)
	216,422
(1.11)

	フィルム

カメラ
	7,420
(1.17)
	7,142
(1.07)
	5,491
(1.07)
	6,018
(1.16)
	5,735
(1.09)
	6,087
(1.15)
	8,072
(0.72)

	交換レンズ


	237,920
(1.04)
	13,651
(1.05)
	161,642
(0.98)
	375,196
(0.97)
	16,488
(1.04)
	30,110
(1.15)
	438,231
(0.96)

	光学・精密
測定機
	26,983
(1.21)
	5,838
 (1.26)
	-
	27,687
(1.16)
	5,290
(1.05)
	-
	28,749
(1.09)

	光分析機器

	14,054
(0.76)
	18,408
(1.02)
	-
	14,221
(0.81)
	17,987
(1.11)
	-
	7,568
(1.26)

	測量機


	 4,734
(1.22)
	767
(1.04)
	-
	10,710
(1.37)
	1,243
(1.12)
	-
	5,843
(0.84)

	合　計


	  -    

	59,778
(1.03)
	-
	-

	62,718
(1.02)
	-
	-



(　　　)内は、前年度比

注） 「受入」:調査期間中に工場または倉庫に次の事由により受入れられた製品の数量

（1） 他企業から購入したもの(輸入を含む)

（2） 同一企業内の他工場から受入れたもの

（3） 委託生産品及び委託加工品を委託先の工場から受入れたもの

（4） 返品(戻入れ)されたもの　
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